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１．はじめに

　高知工科大学は橋本知事の選挙公約に基づ
き公設民営方式で 1997年に設立され、これま
でに３回の卒業生を送り出した。就職率はほぼ
100％を実現しつつ７年目を迎えた新しい大学
である。建学目的の一つは製造品出荷額 47位
（Bottom）という高知県において、有為なエン
ジニアの育成と、大学を中核とした地域経済・
文化の活性化である。３年前に、産官学連携に
よる新事業創出を狙い「連携研究センター」を
創設。地域企業との協力による新製品プロトタ
イプの数々が姿を見せはじめている。また、大
学発ベンチャーも 17社（表㈵）に及び、都会
の大型校に比肩しうる健闘だ。しかし、産官学
連携による地域経済・文化への具体的貢献の道
は険しい。今こそ産官学連携成功の為の仕組み
を着実・重厚に再構築し、実を挙げる努力が求
められている。

２．連携研究センターのこれまでの活動
●　連携研究センターは 2000年４月に地域企業
と大学の産官学連携を主目的に国と県の補
助を受けて開設された。

　　　6,566 の敷地に、３階建 2,355 の延床面積
の建屋を建設し、共同研究室・レンタルラ
ボ 20室、実験機器室５、会議室３を擁する。

●　開設以降延べ 27社が入居し、現在も満室で
ある。又、入居企業と大学による連携共同
開発にたずさわった本学教員は、計 15名に
上る。

●　産・学の技術協力に加えて、県議、県商工労
働部、県産業振興センターのご支援も頂き、
地場の特質を生かした海洋深層水関連商品
や環境関連機器、ナノテク関連機器老人介
護機器、その他数々の新製品プロトタイプ
が姿を現しつつある。

　しかし、プロトタイプの開発完了は、事業化
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表１　大学発ベンチャー　　（15年４月末現在）
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成功までの道程において入り口に過ぎない。事
業化成功のためには、総合的な事業戦略の立案
や、それに基づくマーケティング、差別化戦略、
量産と原価管理、販路確立、資金、人材、経営
システム等、いわゆる非技術的要素を主内容と
する事業化への必要項目をクリアーする必要が
ある。これが、地場中小企業における事業化の
壁だ。
　この壁を越えるためには、経営者の強い事業
意志と継続的な経営支援が不可欠だ。

３．更なる活性化を目指して

　日本産業の低迷も 10年余を経過し、低迷脱
却の方策として産官学連携が注目され、各種公
的資金も投入されてきた。
　しかし、実効のある事業化成功案件は様々な
障碍により、世上の期待程には、析出して来て
いない。現下の優先事は事業化を如何に実現す

表２　事業化動向　（平成 15年４月現在 )

表３　事業化の壁

るかだ。
　従って、本学では、地域に於ける産学官連携
をより組織的に展開し、事業化の実を上げるべ
く、以下の方向で取り組みを開始している。
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（１） 取り組みの概要

表４　本学の産学官連携の取り組み
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（２） 事業化推進委員会の活動

　過去３年の連携研究センターの活動によって
様々な新製品プロトタイプが析出しており、こ
のプロトタイプ群から事業化を実現すべく、県
商工労働部、産業振興センターと協力の上、連
携研究センターの担当マネージャーを委員長と
する事業化推進委員会を 5月 22日から開始し
た。
　まず、現在出来ている製品プロトタイプから
事業化有望案件を選別し事業化戦略（市場分析、
商品企画、生産、販売、資金等）を策定するこ
ととした。
　6月 10日には策定した事業化戦略を委員会
で検討し、事業化有望案件の更なる絞り込みを
行った。続いて 6月 20日には、様々な経営課
題に関するタイムスケジュール及び行動計画を
含む事業化戦略書を基に再度検討を加えた。
　7月 1日事業化候補会社２社の経営トップよ
り、事業化戦略と事業化の決意を具体的にご表
明頂き事業推進主体と支援部隊との意見統一を
完了した。次のステップは、事業化候補会社２
社に関し、事業化必要項目を県四国経済産業局、
他からもご支援頂きながら、展開し、事業化活
動を本格化させる事である。
　こうしたアプローチにより、県内企業単独で

はなかなか難しいとされた事業化に至る様々な
問題点に体系的に対処することとしたい。又、
高知県内に限らず日本全国の広いフィールドで
事業化可能性を検討し、事業化の壁を打破する
努力に本学も協力して行きたい。

４．おわりに

　大学という組織が持っている様々な可能性の
中で、連携研究センターは、産官学連携の下に
地域企業発展に貢献する任務を担っている。
　この任務を実現するには、地域企業の技術・
経営ニーズに幅広くお応えすることをとおし
て、まず事業化に向けたプロトタイプを数多く
創出することが大切である。
　その中からが、事業面、経営トップの決意の
両面で事業化に向かって進みうる成熟度を得た
案件に関して、事業化の壁を破る努力を企業・
県と協力し乍ら、進めてみたい。
　そうして、県民の皆様と手をたずさえ乍ら、
高知に売上１億円、３億円、５億円、100億円
規模……の力のある新規企業の発展や既存企業
の新展開を支援し、高知県地域産業発展への具
体的な貢献を通して、連携研究センターの設立
主旨を全うしたい。


